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Ⅰ 学校教育研究科高度学校教育実践専攻の教育目的と特徴 
 
１ 目的 

本研究科は，「広い視野に立って精深な学識を授け，学校教育に関する理論と応用及び

教育実践の場における教育研究能力を教授研究し，その深奥をきわめ，又は高度の専門的

な能力及び優れた資質を有する教員の養成のための深い学識及び卓越した能力を培い，教

育にたずさわる者の使命と熱意に応え，その研究研鑽を推進する」ことを目的としている。 
また，本専攻の目的は，「幅広い視点からの問題分析力，対応力・解決力を培い，学校

や地域で指導力を発揮できる教員を養成する」ことである。 
 

２ 特徴 
幅広い視点と確かな理論，豊かな実践力をもつ教員を「確実」に育成するため，次のよ

うな教育内容，指導体制を整えている。  
①現職教員学生，学部卒学生，それぞれのキャリアに応じたきめ細かい教育  

主として現職教員を対象とする３コース「学校・学級経営コース」，「学校臨床実践

コース」，「授業実践・カリキュラム開発コース」と，優れた新人教員を養成するため

の「教員養成特別コース」の計４コースを設置している。授業では，現職教員学生と

学部卒学生とが，教職の基盤的な領域について，理論と実践を共通に学習し，相互に

学び合い理解を深化させる「共通科目」と，コースごとにさらに理論と実践の専門性

を深める「コース別選択科目」，「実習科目」を配置している。このカリキュラムによ

って，現職教員学生と学部卒学生の学び合いを実現し，各々のキャリアに応じて，必

要とされる教育内容を整えている。  
②学校側と連携しながら，学校の教育活動と学校経営の改善を連動させた教育  

カリキュラムの特色は，実習科目にあり，これは学部の教育実習とは異なり，学校

側と本学が協働しつつ，学校の教育活動や学校経営等の改善に連動する教育の実現を

ねらいとしている。  
③実践と理論の指導体制  

学校教育における豊富な指導経験を有し，実践的研究に優れた「実務家教員」と，

「研究者教員」をバランスよく配置している。「研究者教員」は，学校・学級経営，授

業研究，カリキュラム開発，教育相談，生徒指導等の領域で，学校現場の教員との共

同研究や，学校をフィールドとする実践研究を行うなど，実践に深く関わる研究を行

っている。  
これらの教員がチームワークを発揮して指導を行い，ティーム・ティーチング方式

を多くの授業で活用することにより，実践と理論のそれぞれの立場からの考え方や知

識を提供する指導体制を整えている。 
 

３ 入学者の状況 

本専攻の入学定員は 50 人であり，定員充足率は平成 20 年度 72.0％，平成 21 年度 82.0％
である。 
 

４ 想定する関係者とその期待 

本学では，初等中等教育における教育専門職をめざす学部生・院生，卒業生・修了生，

教育委員会等教育行政関係者及び国内外の学校現場の教員を関係者として想定している。 
 これらの関係者が本専攻に期待することは，人間性豊かで，幅広い実践的な知識や技能

を習得し，問題解決力に優れた教員と学校や地域で指導的役割を担う中核的な教員の養成

である。 
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断 
 
分析項目Ⅰ 教育の実施体制 
(１)観点ごとの分析 
観点 基本的組織の編成  
(観点に係る状況) 

本専攻には，それぞれのキャリアに応じ，学校経営において中核的な役割を担う教員養

成を目的とする「学校・学級経営コース」，生徒指導・教育相談に関する専門的知識を持つ

リーダー教員の養成を目的とする「学校臨床実践コース」，授業実践・カリキュラム開発に

関する専門的知識を持つリーダー教員の養成を目的とする「授業実践・カリキュラム開発

コース」の主として現職教員を対象とする３コースと，実践的対応力・展開力に優れた新

人教員を養成するための「教員養成特別コース」の計４コースを設置している（貼付資料１

－１－１）。 
 教員組織の構成は，「鳴門教育大学教育研究組織規則」に基づき，実践的指導力のある優

れた教員を養成するという本学の教育目標を実現するため，学問領域で構成する「教育部」

を設け，社会のニーズに即した弾力的かつ効率的な教育を行う，学部・大学院にとらわれ

ない教員組織を構成している（貼付資料１－１－２）。 
専任教員数は，研究者教員 12 人，実務家教員 10 人（うち１人はみなし実務家）と，専

門職大学院設置基準の教員数 11 人を大きく上回るとともに，バランスよく配置することで，

理論と実践のそれぞれの立場からの考え方や知識を提供できる体制を構築している。また，

授業を担当する専任教員のうち，実務家教員が占める割合は約 45％であり，専門職大学院

設置基準に定める数値の「概ね４割以上」を満たしており，理論と実践の融合を図る観点

からも十分な教育組織となっている（貼付資料１－１－３）。

貼 付 資 料 １－１－１  「大 学 院 学 校 教 育 研 究 科 （専 門 職 学 位 課 程 ）の専 攻 ・コースの目 的 」 

 
（出 典  平 成 20 年 度 入 学 者 用 「履 修 の手 引 （専 門 職 学 位 課 程 ）」）
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貼 付 資 料 １－１－２  「鳴 門 教 育 大 学 教 育 研 究 組 織 規 則 （抜 粋 ）」 

     
（出 典  国 立 大 学 法 人 鳴 門 教 育 大 学 規 則 集 ）

 
貼 付 資 料 １－１－３ 「教 職 大 学 院 教 員 配 置 表 」 

 
（出 典  教 務 課 資 料 ）

 
 
 
 

観点 教育内容，教育方法の改善に向けて取り組む体制  
(観点に係る状況) 

教育内容については，授業の改善をねらいとした「教職大学院ファカルティ・ディベロ

ップメント委員会」（以下，「教職大学院 FD 委員会」）を中心として，質の向上を図るべく

継続的に取り組んでいる（貼付資料１－２－１）。また，全ての科目で受講生による授業評価

（貼付資料１－２－２）を実施するとともに，教職大学院 FD 委員会は受講生の評価結果を分析

し，３段階で評価して，その結果にコメントを付し（貼付資料１－２－３），個々の教員にフ

ィードバックしている。教員はその結果を基にして，次年度の授業改善のために，全ての

授業科目について，教育の質の向上と改善のための具体的な手だてを含む「授業評価実績

報告書」（別添資料１－２－４）の作成が義務づけられており，授業の改善と質の向上を実現

する体制が整備されている。 
また，「授業公開・授業検討会」（貼付資料１－２－５）において，教育委員会関係者等から

の意見を聴取しており，「学習指導」，「学校分析」，「組織運営（マネジメント）」に関わる

力量の育成に努めてほしい旨の意向を，平成 22 年度以降実施のカリキュラム改編に反映さ

せた。なお，平成 21 年度の公開授業は，兵庫教育大学及び上越教育大学と共同で受託した

「専門職大学院等における高度専門職業人養成教育推進プログラム」の成果発表と併せて

実施した（貼付資料１－２－６）。
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貼 付 資 料 １－２－１ 「鳴 門 教 育 大 学 大 学 院 学 校 教 育 研 究 科 高 度 学 校 教 育 実 践 専 攻 運 営  

組 織 規 程 規 定 （抜 粋 ）」 

      
（出 典  国 立 大 学 法 人 鳴 門 教 育 大 学 規 則 集 ） 

       
（出 典  国 立 大 学 法 人 鳴 門 教 育 大 学 委 員 会 名 簿 ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

貼 付 資 料 １－２－２ 「教 職 大 学 院 授 業 評 価 アンケート用 紙 （表 面 ）」 

 
（出 典  教 務 課 資 料 ） 
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貼 付 資 料 １－２－３  「教 職 大 学 院 FD 委 員 会 からのコメント」 

 
（出 典  専 攻 会 議 資 料 ） 

貼 付 資 料 １－２－５  「平 成 20 年 度 鳴 門 教 育 大 学 教 職 大 学 院 『授 業 公 開 ・授 業 検 討 会 』」 

 

（出 典  平 成 20 年 度 鳴 門 教 育 大 学 教 職 大 学 院 「授 業 公 開 ・授 業 検 討 会 」パンフレット）
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 
(水準) 期待される水準を上回る。 
 
(判断理由) 
 基本的組織の編成については，専任教員数は，研究者教員 12 人，実務家教員 10 人（う

ち１人はみなし実務家）と，専門職大学院設置基準の教員数 11 人を大きく上回るとともに，

バランスよく配置している。 
 教育内容，教育方法の改善に向けて取り組む体制については，専攻独自に設置した「教

職大学院 FD 委員会」において，教職大学院で求められる資質・能力を育成する上で不可欠

の指導項目に加え，自由記述における評価の分析も含めた授業評価を実施している。また，

同委員会では，その結果を分析し，一定の基準に基づき３段階で評価して授業者にフィー

ドバックするとともに，授業者による成果・課題の確認と今後の改善・向上の具体的取組

を「授業評価実績報告書」として冊子及びウェブページに公表するなど，授業の改善に資

する体制を確立し，評価から改善への手続きを形式化していることから実効あるものとな

っている。 
 以上のことから，「期待される水準を上回る」と判断できる。 
 

貼 付 資 料 １－２－６  「平 成 21 年 度 ３大 学 教 職 大 学 院 FD 協 議 会 ワークショップ」 

 
（出 典  平 成 21 年 度 「３大 学 教 職 大 学 院 FD 協 議 会 ワークショップ」パンフレット） 
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分析項目Ⅱ 教育内容 

(１)観点ごとの分析 
観点 教育課程の編成  
(観点に係る状況) 

本専攻では，学校教育が直面する諸課題の構造的・総合的な理解にたって幅広く指導性

を発揮できる教員の養成を目指して，「共通科目」，「コース別選択科目」，「実習科目」の３

科目群を設定し，それらが相互に関連づいた教育課程を編成している （貼 付 資 料 ２－１－１

～３）。教育課程の構造は，１年次において，教員に共通して必要とされる専門性の領域に

関する科目群を共通科目として配置し，その後に各コースの専門的な知識と技能等を修得

するコース別選択科目を配置する。そして，主として２年次において，これらの学習内容

を実習科目の履修を通して検証するとともに，実践力の育成を図る。つまり，専門的知識・

実践的技能等の修得（理論的学習）と実習における実践（実践的・臨床的学習）を段階的

に進展させる教育課程とする。これによって，専門的知識と高度な実践力を確実に修得さ

せる。  

 また，平成２１年度から，教職大学院における「到達目標（３領域 11 観点）」（貼付資

料２－１－４）を設定し，２年間の学修目標を明示するとともに教育課程に反映させている。 
なお，教育委員会関係者等の意見を教育課程の編成に反映させ，不断に改善することを

目的として，「教職大学院カリキュラム開発チーム」（以下，「カリキュラム開発チーム」）

を設置しており（貼付資料２－１－５），授業評価等の結果を基に，教育課程の改善状況の評

価，次年度に向けて各学生の実習課題と実習校の学校課題との調整のための教育課程の

検討及び教員に求められる資質・能力と，教職大学院の教育内容との対応関係の点検

など，更なる改善点等についての意見を聴取している。 
 

貼 付 資 料 ２－１－１ 「授 業 科 目 の概 要 『共 通 科 目 』」 

 
（出 典  鳴 門 教 育 大 学 大 学 院 学 校 教 育 研 究 科 高 度 学 校 教 育 実 践 専 攻 （教 職 大 学 院 ）

設 置 計 画 に係 る補 正 計 画 書 ） 
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貼 付 資 料 ２－１－２ 「授 業 科 目 の概 要 『コース別 選 択 科 目 』」 

 
（出 典  鳴 門 教 育 大 学 大 学 院 学 校 教 育 研 究 科 高 度 学 校 教 育 実 践 専 攻 （教 職 大 学 院 ）

設 置 計 画 に係 る補 正 計 画 書 ） 

貼 付 資 料 ２－１－３ 「授 業 科 目 の概 要 『実 習 科 目 』」 

 
（出 典  鳴 門 教 育 大 学 大 学 院 学 校 教 育 研 究 科 高 度 学 校 教 育 実 践 専 攻 （教 職 大 学 院 ）

設 置 計 画 に係 る補 正 計 画 書 ）  
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貼 付 資 料 ２－１－４ 「教 職 大 学 院 における到 達 目 標 」 

 

   現職教員を対象とするコース（スクールリーダーの養成）  
 

 
 

  教員養成特別コース（新人教員の養成）  
 

 
 
 

（出 典  「学 びのポートフォリオ」） 
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貼 付 資 料 ２－１－５ 「教 職 大 学 院 カリキュラム開 発 チーム」 

 
（出 典  国 立 大 学 法 人 鳴 門 教 育 大 学 規 則 集 ） 

 

（出 典  国 立 大 学 法 人 鳴 門 教 育 大 学 委 員 会 名 簿 ） 
 
 
 

観点 学生や社会からの要請への対応  
(観点に係る状況) 

「カリキュラム開発チーム」において，平成 20 年度及び平成 21 年度の授業評価等の結

果を基に，教育委員会関係者等に教育課程の編成等についての意見を聴取した。指摘され

た「授業内容の一部重複等」については，到達目標の再検討を行い，これに準拠する授業

科目の再編を実施した。特に「２年次の実習科目への準備体制」に対する要望を受けて，

実習科目の準備のため，従来，１年次に指導上作成させていた「学校アセスメントレポー

ト」（別添資料２―２―１）を発展させ，平成 22 年度以降実施のカリキュラムの改編等に伴い，

「学校アセスメント演習」として科目を設定した。 

さらに，授業内容や授業方法等に関する学生からの意見聴取の機会を設けている。学生

からの実習への要望「実習課題の設定に関する実習校との調整」について，その対処方法

を専攻長が回答し，対応した。授業に係る「レポート課題」への要望については，教職大

学院 FD 委員会がレポートの回数，実施時期等を改善する措置をとった。さらに，その改善

に向けての方策を専任教員に周知し，指導に役立てた。 

また，「受講生のキャリアの違いから来る，授業における理解度の格差に対する配慮」

への要望は，平成 22 年度以降実施のカリキュラムの改編において，学生のキャリアに応じ

た授業構成に設定した。
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なお，平成 22 年３月修了生に実施した「鳴門教育大学の教育等に関するアンケート」 
における「教育内容の満足度について」の設問では，「満足できるものであった」，「どちら

かといえば満足できるものであった」の回答が約 70％で，不満足の回答は無かったことか

ら，修了生全員が本学での学習内容に一定以上の満足度を示していると判断できる （貼 付

資料２－２－２）。また，平成 21 年９月と平成 22 年３月に実施した，現職教員学生の勤務校

校長 33 人を対象としたアンケート結果では，「教育的人間力」，「教育実践指導力」及び「学

校改善指導力」の全ての項目で，平成 21 年９月実施時に比べ「効果がある」との回答が最

大で 10％増加しており，特に，「教育実践指導力」においては，平成 22 年３月実施分では

33 校全ての校長が「効果がある」と回答するなど，勤務校校長が本学の教育内容に満足し

ていると判断できる（貼付資料２－２－３）。 
 

貼 付 資 料 ２－２－２  「鳴 門 教 育 大 学 の教 育 等 に関 するアンケート（平 成 22 年 ３月 修 了 者 ）」 

 
（出 典   鳴 門 教 育 大 学 の教 育 等 に関 するアンケート集 計 （平 成 22 年 ３月 修 了 者 ）） 

貼 付 資 料 ２－２－３ 「教 職 大 学 院 の教 育 に関 するアンケート結 果 」 

 
（出 典  教 務 課 資 料 ）
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 
(水準)  期待される水準を上回る。 
 
(判断理由) 

教育内容については，共通科目，コース別選択科目及び実習科目を体系的に編成してお

り，平成 21 年度からは教職大学院における「到達目標（３領域 11 観点）」を設定し，２

年間の学修の到達目標を明示している。 
また，教育委員会関係者等の意見を教育課程の編成に反映させ，不断に改善することを

目的として，「カリキュラム開発チーム」を設置し，各委員から改善意見を聴取し，次年度

のカリキュラム等の改善に活かしている。 
一方，学生や社会からの要請への対応としては，「授業公開・授業検討会」（分析項目Ⅰ：

１－４頁参照）において教育委員会関係者等からの意見を聴取し，次年度以降のカリキュラ

ム改編等に活かすとともに，授業内容や授業方法等に関する学生からの意見聴取の機会を

設けて，学生への綿密で継続的な対応を実現している。 
さらに，平成 22 年３月修了生に実施した「鳴門教育大学の教育等に関するアンケート」

における「教育内容の満足度について」の肯定的な回答が約 70％で，不満足の回答が無か

ったことや，平成 22 年３月に実施した，現職教員学生の勤務校校長 33 人を対象としたア

ンケート結果において高い評価を得，特に「教育実践指導力」については「効果がある」

との回答を 33 人全ての校長から得られた。 
 以上のことから，「期待される水準を上回る」と判断できる。 
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分析項目Ⅲ 教育方法 

(１)観点ごとの分析 
観点 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 
(観点に係る状況) 

本専攻は，理論と実践の融合を図る観点から，ほぼ全ての科目で事例研究，ワークショ

ップ，討論などの双方向型の授業を実施するなど，創意工夫を凝らした授業を展開してい

る（貼付資料３－１－１）。例えば，共通科目「学校カリキュラムの開発」では，受講生が自

己の専門教科や興味・関心を踏まえた上で，コースを超えて 10 グループに分かれ，ワーク

ショップを通して新学習指導要領に対応した授業づくりや教材開発等を行った （貼 付 資 料

３－１－２）。 
また，共通科目とコース別選択科目におけるほぼ全ての授業科目で，研究者教員と実務

家教員がティーム・ティーチングを行う体制をとっており （貼 付 資 料 ３－１－３～４），理論

を踏まえながら実践的な力量形成を意識した授業を実施している。 
なお，コース別選択科目及び実習科目では，２～14 人規模の少人数教育を実施するほか

（貼付資料３－１－５），ロールプレイング，プレゼンテーション，グループ・ワーク等につ

いて，教育効果が期待できる学習指導法の工夫を行った。 
実習科目については，理論と実践の両面からの指導を充実させるため，院生ごとに実務

家教員と研究者教員が協働して指導する体制を構築するとともに，実習における学習成果

を確実にあげるため，実習校の校長，メンター教員等と緊密に連携をとりながら実習指導

を計画的に行っている（別添資料３－１－６）。 
 
貼 付 資 料 ３－１－１ 「平 成 21 年 度  授 業 概 要 （抜 粋 ）」 

  
（出 典  平 成 21 年 度 授 業 概 要 ） 
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貼 付 資 料 ３－１－２ 「学 校 カリキュラムの開 発 （抜 粋 ）」 

 

 
 
（出 典  小 中 高 ・算 数 数 学 グループによる課 題 レポート） 
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貼 付 資 料 ３－１－３  「授 業 科 目 の概 要 『共 通 科 目 』（抜 粋 ）」 

 
（出 典  鳴 門 教 育 大 学 大 学 院 学 校 教 育 研 究 科 高 度 学 校 教 育 実 践 専 攻 （教 職 大 学 院 ）

設 置 計 画 に係 る補 正 計 画 書 ） 
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貼 付 資 料 ３－１－４  「授 業 科 目 の概 要 『コース別 選 択 科 目 』（抜 粋 ）」 

 
（出 典  鳴 門 教 育 大 学 大 学 院 学 校 教 育 研 究 科 高 度 学 校 教 育 実 践 専 攻 （教 職 大 学 院 ）

設 置 計 画 に係 る補 正 計 画 書 ） 
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貼 付 資 料 ３－１－５ 「履 修 科 目 登 録 状 況 （平 成 21 年 度 開 講 分 ）」 

 
（出 典  教 務 課 資 料 ）

 

 

 

観点 主体的な学習を促す取組 
(観点に係る状況) 

学生の主体的な学習を支援するために，次のような体制と環境を整備している。 
主体的な学習を促すため，「学びのポートフォリオ」（別添資料３－２－１）を柱とした学習

推進の取組を実施している。「学びのポートフォリオ」に明示された「到達目標：３つの領

域，11 の観点」に基づき，「自己評価シート」により自己評価を行い，その結果を集計し

た「到達状況シート」によって自己の達成状況を省察する。さらに，以後の学習の課題と

目標について「課題設定シート」を作成することにより，学生は自らの学習課題の設定が

可能となり，主体的な学習を行っている。また，学生は日々の学習の成果を「週録」によ

り毎週報告し，指導教員が確認・指導している。このように，学生が主体的に学ぶことを

継続的に促す学習支援の体制を整備している。 
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「授業概要（シラバス）」（貼付資料３－２－２）には，各授業担当教員が設定したオフィス

アワーを明示・周知し，授業に関する質問・相談への対応等，きめ細やかな指導を行って

いる。 
 なお，学生は評定と点数の相対的位置をウェブページにおいて得点分布によって確認し，

学びの成果を自己点検できるようにしている（貼付資料３－２－３）。 
 一方，授業や学生の自主学習・情報交換に有効に活用できる学習環境として，院生室（６

室），資料分析実習室（３室），ゼミナール室（６室），資料室（１室）及び資料編集室（１

室）を設置している。さらに，ネットワーク及び情報機器等が整備され，学生が各種の授

業準備や，模擬授業，実践映像の分析を行うなど主体的に活用している。 
  

貼 付 資 料 ３－２－２ 「授 業 概 要 （シラバス）」 

  

（出 典  平 成 21 年 度 授 業 概 要 ） 
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貼 付 資 料 ３－２－３ 「『在 学 生 の方 へ』ライブ・キャンパス（在 学 生 専 用 ）」 

 
(出 典  鳴 門 教 育 大 学 ウェブページ)

 
 
 
(２)分析項目の水準及びその判断理由 
(水準)  期待される水準を上回る。 
 
(判断理由) 

授業形態の組合せと学習指導法の工夫については，理論と実践の融合を図る観点から，

ほぼ全ての科目で事例研究，ワークショップ，討論などの双方向型の授業を実施するなど，

創意工夫を凝らした授業を展開している。また，指導法においても，「共通科目」と「コー

ス別選択科目」では，ほぼ全ての授業科目において，研究者教員と実務家教員がティーム・

ティーチングを行う体制をとっており，理論を踏まえながら実践的な力量形成を意識した

授業を組織的に実施している。 
「実習科目」では，院生ごとに実務家教員と研究者教員が協働して指導する体制を構築

し，実習校と連携しながら，計画的な実習指導を行っている。 
 また，本専攻独自の「学びのポートフォリオ」を活用し，学びの到達目標を明示すると

ともに，学生が到達目標に対して自己評価を行い，さらに，自らの学習の過程と成果を省

察するなど，個々の学生が目標を持って主体的に学習に取り組む体制を確立している。 
 以上のことから，「期待される水準を上回る」と判断できる。 
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分析項目Ⅳ 学業の成果 

(１)観点ごとの分析 
観点 学生が身に付けた学力や資質・能力 
(観点に係る状況) 

教育の成果は，学生の単位修得状況，教育職員免許状一括申請件数，「鳴門教育大学の

教育等に関するアンケート」の結果等から判断できる。 
単位修得状況については，平成 21 年度の前期・後期とも，開講した全ての共通科目，

コース別選択科目及び実習科目において単位修得率が 100％である（貼付資料４－１－１）。 
教育職員免許状については，申請人数 33人で延べ 75件取得している（貼付資料４－１－２）。 
修了の認定基準及びその認定方法については，「鳴門教育大学学位規程」（貼付資料４－１

－３）において，既設の修士課程と明確に分けて示しており，その内容や方法も「教職修士

（専門職）」の学位認定に適切な設定を行っている。平成 21 年度の修了判定にあたっては，

学修評価判定委員会が組織され，２年次生による「最終成果報告書」とそのプレゼンテー

ション等をもとに，現職教員学生，学部卒学生に応じた領域別評価と総合評価を行い，合

否を判定した。領域別評価の判定基準は，「顕著な学習成果が認められる場合：Ａ＝２」，

「大学院における学修の一定の成果が認められる場合：Ｂ＝１」，「成果が認められない場

合：Ｃ＝０」と定め，標準値をＢ＝１とした。領域別評価については，学生の所属コース

別の集計結果のとおり，いずれのコースについても，全ての領域で平均値が標準値を上回

っている（貼付資料４－１－４）。 
また，平成 22 年３月修了生に実施した「鳴門教育大学の教育等に関するアンケート」

の「具体的な成果（一般的資質）」の項目で，「幅広く豊かな教養」が「十分身に付いた」，

「どちらかといえば身に付いた」の肯定的回答が 72％，「具体的な成果（教員資質）」の項

目では「専門領域における知識」が「十分身に付いた」，「どちらかといえば身に付いた」

の肯定的回答が 70％であり，「専門性と実践力を備えた力量のある教員を養成する」とい

う本学の目的を達成している（貼付資料４－１－５）。 
さらに，平成 21 年９月に実施した四国各県教育委員会及び鳴門市教育委員会へのアン

ケート結果では，本学での「教育実践指導力の育成」の教育効果について，「効果があると

思う」の肯定的回答が 100％（５件中５件）（貼付資料４－１－６），現職教員学生の勤務校

校長 33 人を対象としたアンケート結果においては，「教育実践指導力」について「効果が

ある」と，33 人全ての校長が回答するなど（貼付資料２－２－３ ： １－12 頁参照），学生は

教育委員会や学校など関係者が期待する学力や資質・能力を身に付けている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

貼 付 資 料 ４－１－１ 「単 位 修 得 状 況 」  

評定 不合格

科目区分 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

共 通 科 目 66.9 30.2 2.7 0.2 0

コース別選択科目 80.6 18.8 0.6 0 0

実 習 科 目 80.7 19.3 0 0 0

単位修得状況

平成21年度開講分　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
合格

 
（出 典  教 務 課 資 料 ） 
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貼 付 資 料 ４－１－３  「鳴 門 教 育 大 学 学 位 規 程 （抜 粋 ）」 

 
第４章  教職修士における学修成果の総括的評価等  

 （教職修士の最終成果報告書の提出）  
第 14 教職修士における学修成果の総括的評価を受けようとするときは，研究科長に最終成果報告書を  

提出しなければならない。  
（出 典  国 立 大 学 鳴 門 教 育 大 学 規 則 集 ） 

 
 
貼 付 資 料 ４－１－４  「最 終 学 修 成 果 に係 る領 域 別 評 価 」 

  
（出 典  教 務 課 資 料 ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

貼 付 資 料 ４－１－２  「教 育 職 員 免 許 状 一 括 申 請 一 覧 表 」 

 
（出 典  教 務 課 資 料 ）
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貼 付 資 料 ４－１－５ 「鳴 門 教 育 大 学 の教 育 等 に関 するアンケート（平 成 22 年 ３月 修 了 者 ）」 

『具 体 的 な成 果 （一 般 的 資 質 ）』 

 

『具 体 的 な成 果 （教 員 資 質 ）』 

 

 
（出 典   鳴 門 教 育 大 学 の教 育 等 に関 するアンケート集 計 （平 成 22 年 ３月 修 了 者 ））
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貼 付 資 料 ４－１－６ 「四 国 各 県 教 育 委 員 会 及 び鳴 門 市 教 育 委 員 会 へのアンケート結 果 」 
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「学校改善指導力」の教育効果

「教育実践指導力の育成」の教育効果

「教育的人間力の育成」の教育効果

四国各県教育委員会及び鳴門市教育委員会 （回答：５／５）

Ａ：非常に効果があると思う Ｂ：ある程度，効果があると思う Ｃ：わからない

Ｄ：あまり効果がないと思う Ｅ：全く効果がないと思う

（出 典   教 務 課 資 料 ） 
 
 

観点 学業の成果に関する学生の評価 
(観点に係る状況) 

平成 22 年３月修了生に実施した「鳴門教育大学の教育等に関するアンケート」では，「本

学で学んだことの成果について」に対する設問「教育内容の理解度」について，「よく理解

できた」「どちらかといえば理解できた」の肯定的意見が 56.3％である一方，「どちらかと

いえば理解できなかった」「理解できなかった」という否定的意見は 3.1％にとどまってい

る（貼付資料４－２－１）。このことから，学生が教育内容をほぼ理解していると判断できる。 
また，全ての科目で実施している「大学院生による授業評価アンケート」の集計・分析

結果では，「授業概要」，「教員の授業の進め方」等多くの項目が５段階評価の４以上であり，

「この授業は，自分にとって満足できるものであった」という満足度を問う設問の平均回

答も 3.8 以上である（別添資料４－２－２）。 
さらに，「学びのポートフォリオ」（別添資料２－１－４）において設定した「到達目標」に

関する「到達状況シート」を，入学時，２年次，修了時に実施した結果の推移から，３領

域と 11 観点のいずれにおいても，年次進行により学生の自己評価は上昇しており（貼付資

料４－２－３），学業の成果に関する学生の評価は高い。 
 

貼 付 資 料 ４－２－１ 「鳴 門 教 育 大 学 の教 育 等 に関 するアンケート（平 成 22 年 ３月 修 了 者 ）」 

 
（出 典   鳴 門 教 育 大 学 の教 育 等 に関 するアンケート集 計 （平 成 22 年 ３月 修 了 者 ）） 



鳴門教育大学学校教育研究科高度学校教育実践専攻 分析項目Ⅳ 
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貼 付 資 料 ４－２－３ 「教 職 大 学 院 （H20 入 学 現 職 教 員 ）到 達 状 況 推 移 」 

 
（出 典  教 務 課 資 料 ）

 
 
(２)分析項目の水準及びその判断理由 
(水準)  期待される水準を上回る。 
 
(判断理由) 

学業の成果として，平成 21 年度に開講した全ての共通科目，コース別選択科目及び実

習科目において単位修得率が 100％であること，さらに，教育職員免許状の申請人数 33人，

申請延べ件数及び取得延べ件数はともに 75 件である。また，学修成果の評価について，到

達目標別の基準を設定し，その評価は設定された到達目標のいずれの領域においても高い

数値を示している。 
 学業の成果に関する学生の評価については，「鳴門教育大学の教育等に関するアンケー

ト」において，特に到達目標に関して，学生の就学後の自己評価が時間経過とともに肯定

評価が増加している。 
さらに，現職教員学生の勤務校校長 33 人を対象としたアンケート結果においても，33



鳴門教育大学学校教育研究科高度学校教育実践専攻 分析項目Ⅳ・Ⅴ    

－1-26－ 

人の校長全てが「教育実践指導力」について「効果がある」と回答し，課題解決実習（10
～11 月：勤務校実習）の前後の比較において，肯定評価の増加傾向が見られるなど，関係

者が期待する指導的役割を担うための学力や資質・能力を身に付けている。これらのこと

から，教育の成果はあがっているといえる。 
 以上のことから，「期待される水準を上回る」と判断できる。 
 
 
 
 

分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

(１)観点ごとの分析 
観点 修了後の進路の状況 
(観点に係る状況) 
 平成 22 年３月に第１期の学生が修了し，学部卒学生を対象とした「教員養成特別コース」

の修了生２人が教職（神奈川県，徳島県）に就いた。 
 また，現職教員対象の「学校・学級経営コース」，「学校臨床実践コース」及び「授業実

践・カリキュラム開発コース」の３コースから 33 人が修了し，県教育委員会指導主事等と

して２人，県教育センターへ１人，教員として 30 人が学校現場に復帰した。 
 学校現場に復帰した修了生には，生徒指導・教育相談に関する専門的知識を持つリーダ

ー教員として「学校巡回指導教員」となった者が１人，「主幹教諭」に抜擢された者が１人

いることから，教育委員会等の要請に応え，学校や地域で指導力を発揮できる教員の養成

が行われているといえる。 



鳴門教育大学学校教育研究科高度学校教育実践専攻    

－1-27－ 

Ⅲ 質の向上度の判断 
 
①事例１「『学びのポートフォリオ』による学修の評価と体系化」(分析項目Ⅲ) 
(質の向上があったと判断する取組) 
 

平成 21 年度より，学生が学修のプロセスを省察できるように「学びのポートフォリ 
オ」※１を作成し，学修の内容と目的を体系化して捉えられるように設定された「到達 
目標」※２に対して，現職教員学生，学部卒学生それぞれのキャリアに合わせた「到達 
状況シート」※３，「課題設定シート」※４の提出を求めている。従来の「週録」※５もこの 
「学びのポートフォリオ」の一環として位置づけ，短期的な学修プロセスの省察の手 
続きとして活用している。これにより，学生の学修の成果や課題をより網羅的かつ体 
系的に把握でき，学生が目標をもって主体的な学修に取り組む体制をとってきた。 

その結果は「到達状況推移」※６にみられるように，年次進行とともに体系的な学修 
の成果が向上していることで明確に示されており，質の向上があったと判断できる。 
 
 

※１「学びのポートフォリオ」～ ※５「週録」（別添資料３－２－１参照） 
  ※６「到達状況推移」（貼付資料４－２－３ ： １－25 頁参照）

 




